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１．はじめに 

 中心市街地活性化を目指した地方都市のまちづく

りは重要な課題である。このとき、市民の局所的動

向から地域活性化への相互関係を複雑系として表現

する人工社会モデルの適用が提案されている１）。こ

こで、まちづくりの基本となる商業的な地域活性化

に加えて、低炭素型の環境との調和を意図したまち

づくり政策の可能性を検討する。具体的には、従来

の複雑系モデルに環境負荷量の明確化プロセスを導

入し、まちづくり政策を総合的に評価することから、

持続可能なまちづくりの方向性を検討する。 
 

２．都市活動に関する複雑系モデルの構成 

 本研究では、まちづくり政策評価のための人工社

会モデルを構成する。この基本構造は、既存研究に

整理されている１）。既存モデルの全体構成を図－１

に模式的に示す。 
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図－１人工社会型都市活動モデルの概念 

すなわち、人工社会の都市活動に対して、市民・

商業店舗を自律エージェントとして、まちづくりに

関連した局所的な都市活動変化が、波及的に都市圏

に影響を与える形式のモデルである。 
 ここでは、地方都市のまちづくりとして岐阜市の

動向を参考として、複雑系モデル(マルチエージェン

トモデル)を構成する。すなわち、主要なモデル構造

として、以下の点があげられる。①都市圏を中心部・

周辺部・郊外部に分類する。②都市圏人口は、想定

する経年的変化を設定する。③市民は年齢・性別・

職業等に伴う意思決定構造を持つ。④市民は自由活

動場所（目的地）・交通機関を選択する。⑤地域の商

業的魅力は商業規模、商業店舗の活動結果から規定

される。⑥市民の都市活動に相互作用が発生する。 
人工社会の空間構成は、東西・南北 25 区画の計

625 区画である。また上記の地域区分は中心部 25 区

画、周辺部 200 区画、郊外部 400 区画で構成される。 
市民エージェントの主要な行動プロセスは、都市

活動地点と交通機関の選択である。具体的には、年

齢階層m の市民エージェント i が地域 j に、交通機

関 k で移動して行う自由活動の効用 ijku を式(1)の形

式で定義する。 
jwijktijksjjmqijk wtsxqu θθθθ +++=      (1) 

jmq ：年齢階層m の地域別商業魅力度，  

jx ：地域 j の店舗面積， ijkt ：一般化所要時間， 

ijks ：エージェント i の地域来訪魅力度，  

jw ：地域 j の歩行者数， wtsq θθθθ ,,, ：パラメータ 

「地域来訪魅力度： ijks 」とは、「交通機関を含め

た目的地来訪時の満足の程度」を表す指標であり、

各エージェントの経験や交通機関利用に関する満足

度である。 
地域別商業魅力度は各店舗の商業魅力度に基づい

て算定する。店舗の商業魅力度は、商業面積に帰着

する商業集積の他に、個性化、多様化、情報化など

で規定される。また、地域・交通機関の決定は、確

率的に規定される。 
 

３．環境影響を考慮した複雑系モデル 

 本研究では、環境影響に着目したまちづくりを検

討する。このため、市民の都市活動に伴う CO２排出

量を算定する。市民の利用可能な交通機関は、自動

車と公共交通機関の２種類である。すなわち、市民

の移動交通機関に対して、移動経路・CO２排出原単

位が相違する。各エージェントの移動距離に対し、

CO２排出原単位 2)に基づいて CO２排出量を算定する。 
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ijkl ：市民エージェント a が地域 i から j へ交通手段 

k を用いた移動距離,  
ke ：交通手段 k の二酸化炭素排出原単位 

 (自動車：0.175kg-CO2/人・km、 

公共交通機関：0.053kg-CO2/人・km) 
 

４．複雑系モデルによるまちづくり政策の検討 

 複雑系モデルを用いて、まちづくり政策を検討す

る。具体的には、①まちなか居住推進、②公共交通

機関整備水準の向上、③商業魅力度の向上、④地域

魅力度向上である。既存研究では、複数政策の同時

実施が効果的であることが報告されている３）。これ

を踏まえて、表-2 に示す各ケースを設定した。 
 

表－２ まちづくり政策の設定 

ケース 
①まちなか

居住 

②公共交通

整備 

③商業魅力

度向上 

④地域魅力

度向上 

0     

1 ○ ○ ○  
2 ○ ○  ○ 
3 ○  ○ ○ 
4  ○ ○ ○ 
5 ○ ○ ○ ○ 
 

各ケースの中心部商業販売額の経年変化を図－２

に示す。 
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図－２ 各ケースでの商業販売額の推移 

 

「④地域魅力度向上」を含まないケース１を除い

て、複数政策の実施は中心部商況活性化を達成でき

る。また、全政策を同時実施する場合(ケース５)で

は、中心部商業販売額の増加が最大となる。ケース

２・ケース４・ケース５では商業販売額の増加傾向

が顕著である。これより、「②公共交通整備」と「④

地域魅力度向上」の必要性が高いことがわかる。 

つぎに、まちづくりの環境影響を検討する。各ケ

ースの CO2排出量の経年変化を図－３に示す。基本的 
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図－３各ケースでの CO2排出量の推移 

 

に各ケースとも環境負荷は軽減する傾向である。 

 これは、①中心部自由活動の増加は、総移動距離 
の減少に対応する、②自動車利用減少と公共交通利

用増加は CO2排出量の削減を与えることに起因する。

環境面からも、全政策の実施 (ケース５)が、環境負

荷最少を与えることがわかる。すなわち、地方都市

の中心市街地活性化を目指すまちづくりは、都市環

境面からも推進が期待されることがわかる。 
 

５．おわりに 

 本研究では、商業的な地域活性化に加えて、低炭

素型まちづくりの可能性を検討した。ここでの研究

成果は以下のように整理できる。すなわち、①複雑

系モデルにより、まちづくりにおける都市活動の波

及的効果を算定できた。②複数の政策実施が中心部

商業活性化を与える。③まちづくり政策は地球環境

面から推進が期待される。また今後の検討課題とし

て、①まちづくりにおける創発過程の導出、②まち

づくり政策の運用過程の検討があげられる。 
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